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大阪狭山市の給与・定員管理等について  

１ 総括 

 

(1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

(令和3年1月1日) 

歳 出 額 

        Ａ 
実質収支 

人 件 費 

      Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考) 

R1年度の 

人件費率 

R2年度 
人 

58,705 

千円 

26,782,625 

千円 

160,704 

千円 

4,071,639 

％ 

15.2 

％ 

19.5 

（注） 人件費には、特別職に支給される給料・報酬などを含んでいます。 

 

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 
職員数 

Ａ  

給     与     費 
一人当たり 

給 与 費 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

類似団体平均 

一人当たり 

給 与 費 
給  料 職員手当 

期 末 ・ 

勤勉手当 

計 

  Ｂ 

R2年度 376人 
千円 

1,403,292 

千円 

466,427 

千円 

663,105 

千円 

2,532,824 

千円 

6,736 

千円 

6,080 

（注） １ 職員手当には退職手当を含んでいません。 

２ 職員数については、令和２年４月１日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員

（短時間勤務））及び会計年度任用職員を含んでいません。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれていま

すが、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。 

 

(3) ラスパイレス指数の状況 
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（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国

の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用

職員の俸給月額を100として計算した指数です。  

   ２ ( ) 書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数です。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、

地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支

給率を用いて補正したラスパイレス指数です。算出方法は下記のとおりです。 

    補正前のラスパイレス指数×（１+ 当該団体の地域手当支給率）／（１+ 国の指定基準に基づく地域

手当支給率） 

３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したも

のです。 

 

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

 

 

 

 

①給料表の見直し 

［ 実施 ］ 

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、

その理由）） 

 

 

 

 

②地域手当の見直し 

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合） 

 

③その他の見直し内容 

 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の

支給割合の見直し等に取り組むとされています。 

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日 

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。 

激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。 

実施なし 

 

（支給割合）国基準１５％に対し、大阪狭山市においても１５％を支給。 

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成２７年４月  

１日時点は１１％、給与改定後は平成２７年４月に遡及し１３％、平成２８年４月１日時点、平成２９

年４月１日時点、平成３１年４月１日時点はいずれも１３％を支給。その後、令和元年６月に１５％に

改定し、給与改定後は平成３１年４月１日に遡及し１５％を支給。 

（参考） 

 
平成 26

年度  

平成 27 年度 平成 28～

30 年度 

令和元年度 令和 2～ 

3 年度 4/1 時点 遡及改定後 4/1 時点 遡及改定後 

国基準によ

る支給割合 
１０％ １１％ １３％ １５％ １５％ １５％ １５％ 

大阪狭山市

の支給割合 
１０％ １１％ １３％ １３％ １３％ １５％ １５％ 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在） 

① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

大阪狭山市 ４０．０歳 ３０３，４４０円 ４０５，７２２円 ３８３，７４７円 

大 阪 府 ４２．１歳 ３１７，４３５円 ４３７，８３２円 ３７６，５０８円 

国 ４３．０歳 ３２５，８２７円 ― ４０７，１５３円 

類似団体 ４１．６歳 ３１０，３３３円 ３９１，９２８円 ３５５，７２３円 

 

② 技能労務職 

区 分 

公  務  員 民  間 

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 

(A) 
平均給与月額 
（国比較ベース） 

対応する民間

の類似職種 
平均年齢 

平均給与月額 

(B) 

大阪狭山市 51.6歳 14 352,693円 439,373円 429,302円 ― ― ― 

 

うち清掃職員 48.7歳 7 364,243円 455,232円 440,086円 
廃棄物処理業 

（男女） 
46.6歳 304,600円 

うち学校給食員 61.8歳 2 255,200円 304,930円 293,480円 
飲食物調理 

従事者 
42.7歳 276,700円 

うち用務員 51.6歳 5 375,520円 470,947円 468,533円 

他に分類され

ない運搬・ 

清掃・包装等 

従事者 

50.3歳 235,200円 

大 阪 府 54.2歳 426 304,318円 380,210円 352,077円 ― ― ― 

国 50.9歳 2,201 286,947円 ― 328,603円 ― ― ― 

類似団体 52.0歳 ― 327,371円 382,337円 359,764円 ― ― ― 

 

区 分 

参   考 

年収ベース（試算値）の比較 

A/B 
公務員 

(C) 

民間 

(D) 
C/D 

大阪狭山市 ― ― ― ― 

 

うち清掃職員 1.49 7,514,348 円 4,236,800 円 1.77 

うち学校給食員 1.10 4,383,320 円 3,637,100 円 1.21 

うち用務員 2.00 7,886,768 円 3,186,100 円 2.48 

※民間データは、「賃金構造基本統計調査」（賃金センサス）において公表されているデータを使用しています。 

 （平成３０年度から令和２年度までの３か年平均） 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一

致しているものではありません。 

※年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、

公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額

を加えた試算値です。 
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③ 教 育 職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

大阪狭山市 ４３．６歳 ３２４，６６９円 ４１９，００７円 

大 阪 府 ３８．８歳 ３３６，７１４円 ４０９，４７９円 

類似団体 ４０．４歳 ３０５，９７６円 ３５４，７２６円 

 （注）１「平均給料月額」とは、令和３年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手

当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにさ

れているものです。 

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（時間外勤務手

当等を除いたもの）で算出しています。 

 

(2) 職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在） 

区     分 大阪狭山市 大 阪 府 国 

一般行政職 

大 学 卒 188,700円 187,300円 182,200円 

高 校 卒 160,100円 153,500円 150,600円 

技能労務職 高 校 卒 ― 153,267円 ― 

教 育 職 

大 学 卒 188,700円 209,100円 ― 

高 校 卒 160,100円 ― ― 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年 

一般行政職 

大学卒 ２７３，６３３円 ― ― ４１５，５５０円 

高校卒 ― ― ― ３８７，１１１円 

（注）１ 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいい、それ以

外の場合は、就職前の職務経験年数を換算し、在職年数に加算した年数をいいます。 

  ２ 各階層別の該当職員数が３人以下の場合、記載を省略しています。 
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和３年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 
１号給の 

給料月額（円） 

最高号給 

の給料月額（円） 
職員数 構成比 

１級 主事補 １４６，１００ ２４７，６００  １３人  ５．５% 

２級 主 事 １９５，５００ ３０４，２００  ２９人 １２．２% 

３級 主 任 ２３１，５００ ３５０，０００  ５３人 ２２．３% 

４級 主 査 ２６４，２００ ３８１，０００  ６０人 ２５．２% 

５級 課長補佐・主幹 ２８９，７００ ３９３，０００  ２５人 １０．５% 

６級 課 長 ３１９，２００ ４１０，２００  ３９人 １６．４% 

７級 次 長 ３６２，９００ ４４４，９００   ８人  ３．３% 

８級 部 長 ４０８，１００ ４６８，６００  １１人  ４．６% 

計 ２３８人 １００．０% 

（注）１ 市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

 

（注）平成２６年に７級制から８級制に変更しています。 
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(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和３年４月１日現在） 

 

 

(3) 昇給への人事評価の活用状況（大阪狭山市） 

令和 3年 4月 2日から令和 4年 4月 1日 

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ．人事評価を活用している   

 

活用している昇給区分 
昇給可能 

な区分 

昇給実績 

がある区分 

昇給可能 

な区分 

昇給実績 

がある区分 

上位、標準、下位の区分     

上位、標準の区分 
    

標準、下位の区分 
    

標準の区分のみ（一律）   
  

ロ．人事評価を活用していない ○ ○ 

  活用予定時期 未定 未定 
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４ 職員の手当の状況 

 

(1) 期末手当・勤勉手当 

大阪狭山市 大 阪 府 国 

１人当たり平均支給額 

（R2年度）  １，７６７千円 

１人当たり平均支給額 

（R2年度）  １，７０５千円 
－ 

（R2年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

２．５５月分   １．９０月分 

（１．４５月分）（０．９０月分） 

（R2年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

２．５５月分   １．９０月分 

（１．４５月分）（０．９０月分） 

（R2年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

２．５５月分   １．９０月分 

（１．４５月分）（０．９０月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による 

加算措置 

・役職加算   ５～２０％ 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による 

加算措置 

・役職加算   ５～２０％ 

・管理職加算 １０～２５％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による 

加算措置 

・役職加算   ５～２０％ 

・管理職加算 １０～２５％ 

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

【参考】勤勉手当への人事評価の活用状況（大阪狭山市） 

令和 3年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ．人事評価を活用している ○ ○ 

 

活用している成績率 
支給可能 

な成績率 

支給実績が 

ある成績率 

支給可能 

な成績率 

支給実績が 

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 ○  ○  

上位、標準の成績率 
    

標準、下位の成績率 
    

標準の成績率のみ（一律） 
 

○ 
 

○ 

ロ 人事評価を活用していない   

 活用予定時期   
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(2) 退職手当（令和３年４月１日現在） 

大阪狭山市 国 

（支給率）  自己都合     応募認定・定年 

勤続２０年 19.6695 月分       24.586875 月分 

勤続２５年 28.0395 月分       33.27075  月分 

勤続３５年 39.7575 月分       47.709    月分 

最高限度  47.709  月分       47.709    月分 

 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置 

勤続25年以上で、定年前6月を超え10年以内の退職者に

対し、 定年前1年につき2％加算（最大20％） 

 

1人当たり 

平均支給額   8,556千円      22,724千円 

（支給率）  自己都合     応募認定・定年 

勤続２０年 19.6695 月分       24.586875 月分 

勤続２５年 28.0395 月分       33.27075  月分 

勤続３５年 39.7575 月分       47.709    月分 

最高限度  47.709  月分       47.709    月分 

 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置 

勤続20年以上で、定年前6月を超え15年以内の退職者

に対し、 定年前1年につき3％（定年前1年以内の者は

2％）加算（最大45％） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

(3) 地域手当（令和３年４月１日現在） 

支 給 実 績（R2年度決算） ２４１，１８５千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（R2年度決算） ６１０，５９４ 円 

支給対象地域 支給率 
支給対象職員数 

（R2年度） 
国の制度（支給率） 

全地域 １５％ ３９５人 １５％ 

 

(4) 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在） 

支給実績（R2年度決算）  ４，０７３千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（R2年度決算） ４８，４９２ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（R2年度）  ２１．３ ％ 

手当の種類（手当数） ７種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（R2年度決算） 

左記職員に対 

する支給単価 

市税等徴収手当 

税務G・保険年金G・

高齢介護G・経営総

務Gに所属する職員 

市税、国民健康保険料、介

護保険料又は下水道使用料

を徴収するため実地に訪問

し納入の督励及び徴収事務 

実績なし 日額 ２００円 
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（R2年度決算） 

左記職員に対 

する支給単価 

社会福祉事務手当 

(1) 生活援護Gに所

属する職員 

 

 

 

 

(2) 福祉G・高齢介

護G・こども政策部

に所属する職員 

 

 

(1)生活保護法の規定に基づ

きその被保護者又は要保

護者の住居等を訪問して

実地調査又は指導の業務 

(2)上記以外で、援護、育成

又は更生の措置を要する

者等の家庭を訪問し、これ

らの者に面接し本人の環

境等を調査し、保護その他

の措置の必要の有無及び

その種類を判断し本人に

対し生活指導を行う等の

業務 

102.3千円 

 

 

 

 

 

 

実績なし 

日額 ３００円 

 

 

 

 

日額 ２００円 

 

 

 

 

 

行旅病人等収容護送

手当 

(1)、(2)生活援護G

に所属する職員 

(1)行旅病人の収容又は護送 

(2)行旅死亡人の収容又は護

送 

実績なし 
１件  ５００円 

１件３，０００円 

死獣処理手当 
生活環境G・公園緑

地Gに所属する職員 

犬、猫その他これらに類する

ものの死体の処理作業 
203千円 １件 ５００円 

感染症防疫作業手当 
健康推進Gに所属す

る職員 
感染症の予防消毒作業 実績なし １回 ５００円 

 特例 

健康推進Gに所属す

る職員 

（令和２年度末ま

で、消防職員を含む

） 

⑴新型コロナウイルス感染

症の患者に接する作業 

⑵新型コロナウイルス感染

症の病原体が付着し、又は

付着している疑いのある

物の処理 

⑶その他⑴・⑵に掲げる作業

等に準ずる作業・処理 

807千円 

１日３，０００円 
 

※新型コロナウイル

ス感染症の患者に接

触して又は長時間に

わたり接して行う作

業等に従事した場合

４，０００円 

危険手当 

(1) 生活環境G・土

木Gに所属する職員 

(2) 教育総務G（技

能職員）・公園緑地G

に所属する職員 

(3) 都市計画Gに所

属する職員 

(1)交通を遮断することなく

道路上で行う作業 

(2)毒物及び劇物取締法規定

する薬品等を使用して行

う作業 

(3)地上５メートル以上の足

場の不安定な箇所で行う

作業 

852千円 日額 ５００円 

救急出動手当 

（※令和２年度末で

廃止） 

救急救命士の資格

を有する消防職員 
救急救命業務 2,109千円 １回 ５００円 

下水処理作業手当 
下水道工務Gに所属

する職員 

管渠等での汚水、汚泥等のし

ゅんせつ搬出作業 
※７ 公営企業職員

の状況に記載 １回 ５００円 

 

(5) 時間外勤務手当 

支 給 実 績 （R2年度決算） ３９，６８６千円 

職員１人当たり平均支給年額（R2年度決算） １４５千円 

支 給 実 績 （R1年度決算） ５９，６０８千円 

職員１人当たり平均支給年額（R1年度決算） ２１５千円 

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和２年度決算）」と同じ年度の

４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない
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職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

(6) その他の手当（令和３年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(R2年度決算) 

支 給 職 員  

１人当たり 

平均支給年額 

(R2年度決算) 

扶養手当 

配偶者（給料表7級以下職員）  6,500円 

   （給料表8級  職員）  3,500円 

子              10,000円 

父母等（給料表7級以下職員）  6,500円 

   （給料表8級  職員）  3,500円 

16歳から22歳の子がある場合の加算額 

1人につき 5,000円 

同じ  50,950千円 254,752円 

住居手当 

借家・借間居住者 

家賃が16,000円を超え27,000円まで 

家賃額に応じて最高11,000円 

家賃が27,000円を超える場合 

家賃額に応じて最高28,000円 

同じ  28,652千円 341,095円 

通勤手当 

交通機関等利用者 

運賃が 55,000 円以下については運賃相当

額（６箇月定期券相当分支給） 

自動車等交通用具使用者 

距離に応じて2,000円～31,600円 

同じ  27,083千円 82,821円 

管理職手当 
管理・監督の職にある職員の役職に応じて 

36,000円～64,000円※ 
－  73,702千円 604,111円 

休日勤務 

手  当 

休日勤務１時間につき勤務１時間当たりの

給与額に100分の135を乗じて得た額 
同じ  22,441千円 440,017円 

※管理職手当：減額措置あり 

令和 2 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの間、役職に応じて 10%～20%を減額 
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５ 特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在） 

区     分 給 料 月 額 等                     

給 

 

料 

 （減額後）       （減額前） （参考）類似団体における最高／最低額 

市     長 

副  市  長 

７６５，０００円    ９００，０００円 

６４６，０００円    ７６０，０００円 
 

1,061,000円  ／   455,000円 

885,000円   ／   547,600円 

報 

 

酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

５５１，０００円 

４９４，０００円 

４７５，０００円 

 

737,000円   ／   366,000円 

653,000円   ／   294,000円 

591,000円   ／   266,000円 

地 

域 

手 

当 

市     長 

副  市  長 

（令和２年度支給割合） 

         １１％ 

期 

末 

手 

当 

市     長 

副  市  長 

 （令和２年度支給割合） 

                ４．１０月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

 （令和２年度支給割合） 

                ４．１０月分 

退 

職 

手 

当 

 

市     長 

 

副  市  長 

 

 

 （算定方式）                 （１期の手当額）    （支給時期） 

給料月額×３８／１００×在職月数  １３，９５３千円   任期ごと 

 

給料月額×２６／１００×在職月数   ８，０６２千円   任期ごと 

 

※減額措置あり：算出額からその１００分の３０に相当する額を減じた額とする 

（注）１ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８

月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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６ 職員数の状況 

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

区 分 

部 門 

職 員 数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

R2年 R3年 

普 

 

通 

 

会 

 

計 

 

部 

 

門 

一 

 

般 

 

行 

 

政 

 

部 

 

門 

議  会 

総  務 

税  務 

労  働 

民  生 

衛  生 

農林水産 

商  工 

土  木 

４ 

８０ 

２４ 

１ 

７１ 

２９ 

３ 

３ 

２６ 

４ 

８８ 

２３ 

１ 

７５ 

２９ 

３ 

３ 

２６ 

０ 

８ 

△１ 

０ 

４ 

０ 

０ 

０ 

０ 

 

 組織改正（８） 

 欠員不補充（△１） 

 

 欠員補充（２）、生活保護関連（１）、その他（１） 

 

 

 

 

小計 ２４１ ２５２ １１ 

 ＜参考＞ 

人口 1万当たり職員数    42.93人 

（類似団体の人口 1 万当たり職員数 

50.28人） 

教育部門 ６１ ６２ １  欠員不補充（△１）、組織改正（２） 

消防部門 ７４ ０ △７４  組織改正（△７４） 

小  計 ３７６ ３１４ △６２ 

 ＜参考＞ 

人口 1万当たり職員数       53.49人 

（類似団体の人口 1 万当たり職員数 

63.64人） 

公 

営 

企 

業 

等 

会 

計 

部 

門 

水  道 

  

下 水 道 

  

そ の 他 

１６ 

  

９ 

  

１９ 

０ 

  

１０ 

  

１９ 

△１６ 

 

１ 

 

０ 

大阪府広域水道企業団との事業統合に

伴う身分移管（△１６） 

 

組織改正（１） 

 

 

小  計 ４４ ２９ △１５  

合    計 
４２０ 

［４５９］ 

３４３ 

［３８１］ 

△７７ 

 

 ＜参考＞ 

人口 1万当たり職員数    58.43人 

（注）［   ］内は、条例定数の合計です。 

 

 

(2) 年齢別職員構成の状況（令和３年４月１日現在） 

区分 
20歳 

未満 

20歳 

 

23歳 

24歳 

 

27歳 

28歳 

 

31歳 

32歳 

 

35歳 

36歳 

 

39歳 

40歳 

 

43歳 

44歳 

 

47歳 

48歳 

 

51歳 

52歳 

 

55歳 

56歳 

 

59歳 

60歳 

以上 
計 

職員数 0人 6人 42人 49人 45人 36人 10人 17人 54人 47人 22人 15人 343人 
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(3) 職員数の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

      年度  

部門別 

H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 
過去５年間の 

増減数（率） 

一般行政 238 239 240 240 241 252 １４（5.9%） 

教育 66 66 66 65 61 62 △４（△6.1％） 

消防 71 74 76 75 74 0 △７１（△100%） 

普通会計計 375 379 382 380 376 314 △６１（△16.3％） 

公営企業等会計計 43 42 43 44 44 29 △１４（△32.6％） 

総合計 418 421 425 424 420 343 △７５（△17.9％） 

 

. 
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７ 公営企業職員の状況 

 水道事業 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 
総 費 用 

 
Ａ 

純損益又は実
質収支 

職員給与費 
 

Ｂ 

総費用に占める
職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考)R1 年度の総
費用に占める職員
給与費比率 

R2年度 

千円 千円 千円 ％ ％ 

1,602,350 △206,240 100,195 6.3 8.8 

 （注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費（17,706千円）を含んでいません。 

 

区 分 
職員数 

Ａ 

給      与      費 一人当たり 

給 与 費 

Ｂ/Ａ 

（参考） 

類似団体平均 

一人当たり 

給 与 費 
給  料 職員手当 

期 末 ・ 

勤勉手当 
計  Ｂ 

R2年度 16人 
千円 

65,232 

千円 

20,586 

千円 

32,083 

千円 

117,901 

千円 

7,369 

千円 

6,045 

（注）１ 職員手当には退職手当を含んでいません。 

   ２ 職員数については、令和３年３月３１日現在の人数です。会計年度任用職員を含みません。 

   ３ 給与費については、会計年度任用職員の給与費は含みません。 

 

  イ 特記事項 

  

 

 

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

大阪狭山市 

上水道事業 
－ － － 

団 体 平 均 ４５．３歳 ３３５，０９６円 ５０２，８１６円 

事 業 者   － 歳  －     円    －   円 

 （注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。 

    ２ 平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出しています。 

    ３ 令和３年４月１日に大阪広域水道企業団と事業統合しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年４月１日に大阪広域水道企業団と事業統合しました。 
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③ 職員の手当の状況 

 

ア 期末手当・勤勉手当（令和２年度） 

大阪狭山市上下水道部 一般行政職 

１人当たり平均支給額（R2年度） 

            １，９９３千円 

１人当たり平均支給額（R2年度） 

  １，７６７千円 

（R2年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

   ２．５５  月分  １．９０  月分 

  （１．４５ 月分）（０．９０  月分） 

（R2年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

   ２．５５  月分  １．９０  月分 

  （１．４５ 月分）（０．９０  月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５～２０％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５～２０％ 

 (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 退職手当（令和２年度） 

大阪狭山市上下水道部 一般行政職 

（支給率）  自己都合     応募認定・定年 

勤続２０年 19.6695 月分       24.586875 月分 

勤続２５年 28.0395 月分       33.27075  月分 

勤続３５年 39.7575 月分       47.709    月分 

最高限度  47.709  月分       47.709    月分 

 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置 

勤続25年以上で、定年前 6月を超え10年以内

の退職に対し、定年前 1年につき2％加算  

（最大20％） 
 
1人当たり 
平均支給額 17,011 千円    20,176千円 

（支給率）  自己都合     応募認定・定年 

勤続２０年 19.6695 月分       24.586875 月分 

勤続２５年 28.0395 月分       33.27075  月分 

勤続３５年 39.7575 月分       47.709    月分 

最高限度  47.709  月分       47.709    月分 

 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置 

勤続 25年以上で、定年前 6月を超え 10年以内

の退職に対し、定年前 1年につき2％加算  

（最大20％） 
 
1人当たり 
平均支給額   8,556千円      22,724千円 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

 

ウ 地域手当（令和２年度） 

支 給 実 績（R2年度決算） １０，８１６千円 

支給職員１人当たりの平均支給年額（R2年度決算） ６７６千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度(支給率) 

全地域 １５％ １６人 １５％ 

 

エ 特殊勤務手当（令和２年度） 

支給実績（R2年度決算） ０千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（R2年度決算） ０ 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（R2年度） ０．０ ％ 

手当の種類（手当数）       ２ 種類 
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（R2年度決算） 

左記職員に対 

する支給単価 

徴収手当 
徴収業務に従事した

職員 
徴収業務 実績なし 日額 ２００円 

危険手当 
危険業務に従事した

職員 

毒物及び劇物取締法に

規定する薬品等を使用

して行う作業 

実績なし 日額 ５００円 

 

オ 時間外勤務手当（令和２年度） 

支 給 実 績（R2年度決算） １，０２１千円 

職員１人当たり平均支給年額（R2年度決算） １２８千円 

支 給 実 績（R1年度決算） １，１８０千円 

職員１人当たり平均支給年額（R1年度決算） １１８千円 

 

カ その他の手当（令和２年度） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行政 

職の制度 

との異同 

一般行政職 

の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(R2年度決算) 

支給職員1人当たり 

平均支給年額 

(R2年度決算) 

扶 

養 

手 

当 

配偶者（給料表7級以下職員）  6,500円 

   （給料表8級  職員）  3,500円 

子              10,000円 

父母等（給料表7級以下職員）  6,500円 

   （給料表8級  職員）  3,500円 

16歳から22歳の子がある場合の加算額 

1人につき 5,000円 

同じ  2,114千円 302,000円 

住 

居 

手 

当 

借家・借間居住者 

家賃が16,000円を超え27,000円まで 

家賃額に応じて最高11,000円 

家賃が27,000円を超える場合 

家賃額に応じて最高28,000円 

同じ  672千円 336,000円 

通 

勤 

手 

当 

交通機関等利用者 

運賃が 55,000 円以下については運賃相当

額（６箇月定期券相当分支給） 

自動車等交通用具使用者 

距離に応じて2,000円～31,600円 

同じ  1,203千円 72,810円 

管
理
職 

手 

当 

管理・監督の職にある職員の役職に応じて

36,000円～64,000円※ 
同じ  4,760千円 594,969円 

休
日
勤
務 

手 
 

当 

休日勤務１時間につき勤務１時間当たり

の給与額に100分の135を乗じて得た額 
同じ  実績なし 実績なし 

※管理職手当：減額措置あり 

令和 2 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの間、役職に応じて 10%～20%を減額 
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⑵ 下水道事業 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 
総 費 用 

 
Ａ 

純損益又は実
質収支 

職員給与費 
 

Ｂ 

総費用に占める
職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考)R1 年度の総
費用に占める職員
給与費比率 

R2年度 

千円 千円 千円 ％ ％ 

1,522,343 10,383 19,632 1.3 1.5 

 （注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費（41,742千円）を含んでいません。 

 

区 分 
職員数 

Ａ 

給      与      費 一人当たり 

給 与 費 

Ｂ/Ａ 

（参考） 

類似団体平均 

一人当たり 

給 与 費 
給  料 職員手当 

期 末 ・ 

勤勉手当 
計  Ｂ 

R2年度 9人 
千円 

32,987 

千円 

9,985 

千円 

18,402 

千円 

61,374 

千円 

6,819 

千円 

5,953 

（注）１ 職員手当には退職手当を含んでいません。 

   ２ 職員数については、令和３年３月３１日現在の人数です。会計年度任用職員を含みません。 

   ３ 給与費については、会計年度任用職員の給与費は含みません。 

 

イ 特記事項 

  

 

 

 

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

大阪狭山市 

下水道事業 
－ － － 

団 体 平 均 ４３．７歳 ３３１，３７２円 ４９５，６２９円 

事 業 者   － 歳  －     円    －   円 

 （注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。 

    ２ 平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出しています。 

    ３ 令和３年４月１日から地方公営企業法一部適用となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年４月１日から地方公営企業法一部適用となりました。 
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③ 職員の手当の状況 

 

ア 期末手当・勤勉手当（令和２年度） 

大阪狭山市上下水道部 一般行政職 

１人当たり平均支給額（R2年度） 

            １，６７５千円 

１人当たり平均支給額（R2年度） 

  １，７６７千円 

（R2年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

   ２．５５  月分  １．９０  月分 

  （１．４５ 月分）（０．９０  月分） 

（R2年度支給割合） 

        期末手当      勤勉手当 

   ２．５５  月分  １．９０  月分 

  （１．４５ 月分）（０．９０  月分） 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５～２０％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５～２０％ 

 (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ 退職手当（令和２年度） 

大阪狭山市上下水道部 一般行政職 

（支給率）  自己都合     応募認定・定年 

勤続２０年 19.6695 月分       24.586875 月分 

勤続２５年 28.0395 月分       33.27075  月分 

勤続３５年 39.7575 月分       47.709    月分 

最高限度  47.709  月分       47.709    月分 

 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置 

勤続25年以上で、定年前 6月を超え10年以内

の退職に対し、定年前 1年につき2％加算  

（最大20％） 
 
1人当たり 
平均支給額      0 千円     0千円 

（支給率）  自己都合     応募認定・定年 

勤続２０年 19.6695 月分       24.586875 月分 

勤続２５年 28.0395 月分       33.27075  月分 

勤続３５年 39.7575 月分       47.709    月分 

最高限度  47.709  月分       47.709    月分 

 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置 

勤続 25年以上で、定年前 6月を超え 10年以内

の退職に対し、定年前 1年につき2％加算  

（最大20％） 
 
1人当たり 
平均支給額   8,556千円      22,724千円 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

 

ウ 地域手当（令和２年度） 

支 給 実 績（R2年度決算） ５，３９４千円 

支給職員１人当たりの平均支給年額（R2年度決算） ５９９千円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度(支給率) 

全地域 １５％ ９人 １５％ 

 

エ 特殊勤務手当（令和２年度） 

支給実績（R2年度決算） ６ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（R2年度決算） ３ 千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（R2年度） ２２．２ ％ 

手当の種類（手当数）       ２ 種類 
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手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（R2年度決算） 

左記職員に対 

する支給単価 

徴収手当 
徴収業務に従事した

職員 
徴収業務 実績なし 日額 ２００円 

下水処理作業

手当 

下水処理作業に従事

した職員 

管渠等での汚水、汚泥等

のしゅんせつ搬出作業 
６，０００円 日額 ５００円 

 

オ 時間外勤務手当（令和２年度） 

支 給 実 績（R2年度決算） ７９５千円 

職員１人当たり平均支給年額（R2年度決算） １１４千円 

支 給 実 績（R1年度決算） １，２２４千円 

職員１人当たり平均支給年額（R1年度決算） １５３千円 

 

カ その他の手当（令和２年度） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行政 

職の制度 

との異同 

一般行政職 

の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(R2年度決算) 

支給職員1人当たり 

平均支給年額 

(R2年度決算) 

扶 

養 

手 

当 

配偶者（給料表7級以下職員）  6,500円 

   （給料表8級  職員）  3,500円 

子              10,000円 

父母等（給料表7級以下職員）  6,500円 

   （給料表8級  職員）  3,500円 

16歳から22歳の子がある場合の加算額 

1人につき 5,000円 

同じ  1,770千円 295,000円 

住 

居 

手 

当 

借家・借間居住者 

家賃が16,000円を超え27,000円まで 

家賃額に応じて最高11,000円 

家賃が27,000円を超える場合 

家賃額に応じて最高28,000円 

同じ  282千円 282,000円 

通 

勤 

手 

当 

交通機関等利用者 

運賃が 55,000 円以下については運賃相当

額（６箇月定期券相当分支給） 

自動車等交通用具使用者 

距離に応じて2,000円～31,600円 

同じ  535千円 81,047円 

管
理
職 

手 

当 

管理・監督の職にある職員の役職に応じて

36,000円～64,000円※ 
同じ  1,203千円 601,500円 

休
日
勤
務 

手 
 

当 

休日勤務１時間につき勤務１時間当たり

の給与額に100分の135を乗じて得た額 
同じ  実績なし 実績なし 

※管理職手当：減額措置あり 

令和 2 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までの間、役職に応じて 10%～20%を減額 

 


